
平
成
二
十
一
年
度

決
算
公
表

税
金
の
使
い
道
と
町
の
財
政
状
況

平
成
二
十
一
年
度
各
種
会
計
が
、
九
月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
算
公
表
と
は
、
町
が
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
た
め
に
使
っ
た
税
金
が
、
ど
の
よ
う
に
収
入

さ
れ
、
ど
の
よ
う
に
支
出
さ
れ
た
の
か
を
町
民
の
皆
さ
ん
に
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
。

一
般
会
計
と
四
つ
の
特
別
会
計
を
合
わ
せ
た
決
算
額
は
、
歳
入
が
9
4
億
8
、
2
8
1
万
9
千
円
、

歳
出
が
8
8
億
1
、
5
6
1
万
9
千
円
（
表
1
）
と
な
り
、
企
業
会
計
の
決
算
額
は
（
表
2
）
の
と
お
り
で

し
た
。
な
お
、
平
成
二
十
一
年
度
決
算
か
ら
、
特
別
会
計
だ
っ
た
下
水
道
事
業
と
農
業
集
落
排
水
事
業
が

一
本
化
さ
れ
、
企
業
会
計
へ
移
行
し
ま
し
た
。

※
表
中
の
△
は
、
マ
イ
ナ
ス
を
表
し
て
い
ま
す
。

看表1一般会計・特別会計決算一覧表　　　　　　　（単位‥千円．％）
区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平成 2 0 年 度 増 減額 増 減 率

一　　　 般　　 会　　 訂
歳入 5 ．8 3 6 ．5 8 2 S I2 9 8 ．8 8 0 5 3 7 ．7 0 2 1 0 ．1

歳出 5 ．5 1 9 ．0 3 1 5 ．0 4 0 ．3 1 4 4 7 8 ．7 1 7 9 ．5

特
製

査
計

国民 健 康保 険 事 業
歳入 2 ．2 5 3 ．7 0 4 2 ，1 5 0 ．3 8 4 1 0 3 ．3 2 0 4 ．8

歳出 2 ．0 2 3 ．9 1 0 1．9 8 1．9 4 1 4 1 ．9 6 9 2 ．1

老　 人　 保　 健
歳入 5 3 ．3 8 0 2 1 9 ．3 1 3 ∠ゝ 1 6 5 ．9 3 3 △ 7 5．7

歳出 4 1．1 1 6 1 8 7 ．3 1 8 △ 1 4 6 ．2 0 2 △ 7 8 ．1

後 期 高 齢 者 医 療
歳入 1 4 3 ．9 5 2 1 4 1．0 6 3 2 ．8 8 9 2．0

歳出 1 4 2 ．8 5 0 1 4 0 ．5 5 5 2 ．2 9 5 1．6

介 護 保 険 事 業
歳入 1 ．1 9 6 ．2 0 1 1．1 0 8 ．1 2 3 8 8 ．0 7 8 7 ．9

歳出 1 ．1 4 8 ，7 7 2 1．0 6 4 ．6 4 6 8 4 ．1 2 6 7 ．9

一般 会 言十・特別 会 計　合　 言† 歳入 9 ．4 8 3 ．8 1 9 8 ．9 1 7 ．7 6 3 5 6 6 ，0 5 6 6 ．3

歳 出 8 ，8 7 5 ．6 7 9 8 ．4 1 4 ．7 7 4 4 6 0 ．9 0 5 5 ．5

漢表2　企業会計決算一覧表　　　　　　　　　　　（単位：千円．％）
区　　　 分 平成 2 1年度 平成 2 0 年度 増減額 増減率

企
業

計

水
道
事
業

収益的収支
収入 4 2 6．4 2 2 4 2 8 ．1 16 △ 1．6 9 4 △ 0．4

支出 3 8 4．4 8 7 4 1 1 ，0 0 1 △ 2 6．5 1 4 ∠△6．5

資本的収支
収入 1 79 ．8 3 5 2 1 2 ，4 0 2 △ 3 2．5 6 7 ∠ゝ 15 ．3

支出 3 2 3．1 4 0 3 5 4 ．5 5 7 ∠ゝ 3 1．4 1 7 △ 8．9

下
水
道
事
業

収益的収支
収入 5 3 2．8 3 9 － － －
支出 5 0 6．5 5 8 － － －

資本的収支
収入 5 28 ．9 8 5 － － －
支出 8 6 0 ．3 6 3 － － －

○表3　地方債・企業債残高と基金の積立額　　　　　（単位千円．％）

歳 入 鯖 成 比　 他方彊与税 ．細 説

町億　　　　　　　 〈5 17％〉

〈3．2 93）

浸出金　　 町説

5・7 96）　 （2 3．5％）

蛤
粉　　　　　　　　　 三　 一・　　　　 l

l‘，

瀦 義　　　　 経

使用料
地方交付税　　　　　　　　 〈

〈4 0．5％〉

（単位：千円・％）

連込）
58億3，658万2千円

＼＿／

）　■表4　歳入額内訳
区　　　　 分 平成 2 1 年 度 平 成 20 年度 増 減 額 増 減率

自

主

財

源

※

町　　　　　　　　　　　 税 1．3 7 0 ．1 1 3 1．4 4 5 ，2 5 7 △ 7 5 ．14 4 △ 5 ．2

繰　　　　　 入　　　　　 金 17 0 ．8 0 4 2 0 2 ．0 2 2 △ 3 1．2 18 △ 15 ．5

繰　　　　　 越　　　　　 金 14 8 ．5 6 6 1 1 0 I2 8 2 3 8 ．2 8 4 3 4 ．7

分　 担　 金 及　 び 負　 担　 金 5 7 ．4 9 3 5 2 ．7 4 3 4 ．7 5 0 9 ．0

使　 用　 料　 及　 び　 手　 数　 料 4 4 ．9 6 3 4 5．3 7 2 ∠ゝ 4 0 9 △ 0 ．9

財　　　 産　　　 収　　　 入 9 ．5 6 3 9 16 3 0 △ 6 7 △ 0 ．7

寄　　　　　 附　　　　　 金 8 18 9 0 7 2 8 8 0 8 ．9

諸　　　　　 収　　　　　 入 1 2 4 ．7 6 7 6 7 ．0 7 4 5 7 ，6 9 3 8 6 ．0

依

存

財

源

※

地　　 方　　 交　　 付　　 税 2 ，3 6 1．0 2 1 2 ．2 3 8 ．6 1 9 1 2 2．4 0 2 5 ．5

県　　　 支　　　 出　　　 金 3 3 2 ，9 0 2 2 9 1．6 3 8 4 1．2 6 4 1 4 ．1

町　　　　　　　　　　　 債 1 8 8 ，8 5 8 2 5 8 ．2 0 0 △ 6 9 ．3 4 2 △ 2 6 ．9

国　　 庫　　 支　　 出　　 金 6 9 3 ．9 4 6 2 3 3 ．6 3 1 4 6 0 ．3 1 5 1 9 7 ．0

地　　 方　　 譲　　 与　　 税 1 0 6 ．19 5 1 1 3 ．5 6 9 ∠ゝ 7 ．3 7 4 △ 6 ．5

利　 子　 割　 交　 付　 金 4 ．8 4 5 5 ，8 4 7 △ 1．0 0 2 △ 17 ．1

配　 当　 割　 交　 付　 金 1 ．2 6 8 1．3 8 2 ∠ゝ 1 1 4 △ 8 ．2

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 5 1与 3 8 9 1 2 6 3 2 ．4

地　 方　 消　 費　 税　 交　 付　 金 （　 13 7 ．3 0 6 1 3 0 ．12 3 7 ．18 3 5 ．5

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 28 ，1 5 8 2 8 ．3 4 0 △ 18 2 ∠ゝ 0 ．6

自 動 車 取 得 税 交 付 金 30 ，7 0 5 4 8 ．15 4 △ 17 ，4 4 9 ∠ゝ 3 6 ．2

地　 方　 特　 例　 交　 付　 金 2 1．7 7 8 1 4 ．6 8 9 7 ．0 8 9 4 8 ．3

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1．9 9 8 1．8 2 9 1 6 9 9 ．2

ロ　　　　 言十 5 ．8 3 6 ．5 8 2 5 ．2 9 8 ．8 8 0 5 3 7 ．7 0 2 1 0 ．1

※P4の用語説明を参照ください。

庄報やまもと11月号No．376（2）



鵜表5　目的別歳出額内訳　　　　　（単位：千円．％）
区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

議　 会　 費 9 7 ．1 4 2 9 8 ．7 0 2 △ 1 ．5 6 0 △ 1 ．6

総　 務　 費 1．2 7 9 ．2 5 4 9 2 3 ．5 9 8 3 5 5 ．6 5 6 3 8 ．5

民　 生　 費 1．1 8 3 ．9 8 8 1 ．1 6 6 ．3 8 3 1 7 ．6 0 5 1 ．5

衛　 生　 費 3 4 7 ．1 6 2 3 5 1 ．3 6 1 △ 4 ．1 9 9 ∠ゝ 1 ．2

労　 唖 i∴ 費 5 8 ．7 2 8 7 ．3 6 0 5 1 ．3 6 8 6 9 7 ．9

農 林 水 産 業 費 3 8 8 ．4 1 2 4 1 6 ．9 5 5 △ 2 8 ．5 4 3 △ 6 ．8

商　 工　 費 6 3 ．5 8 7 6 3 ．9 8 2 △ 3 9 5 △ 0 ．6

土　 木　 費 5 8 5 ．1 9 6 5 6 4 ．5 0 5 2 0 ．6 9 1 3 ．7

消　 防　 費 2 6 6 ．4 0 3 2 4 7 ．3 7 1 1 9 ．0 3 2 7 ．7

教　 育　 費 4 8 4 ，9 8 7 4 2 4 ．2 3 3 6 0 ．7 5 4 1 4 ．3

災 害 復 旧 費 1 8 ．7 2 2 1 3 ．6 2 2 5 ．1 0 0 3 7 ．4

公　 債　 費 7 4 5 ．4 5 0 7 6 2 ．2 4 2 △ 1 6 ．7 9 2 △ 2 ．2

講　 支　 出　 金 0 0 0 0

合　　　 計 5 ．5 1 9 ．0 3 1 5 ．0 4 0 ．3 1 4 4 7 8 ．7 1 7 9 ．5

獲表6　性質別歳出額内訳　　　　　（単位：千円・％）
区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

義務 的

経 費

人 件 費 1．1 5 4 ．3 0 6 1 ．2 2 5 ．5 4 0 △ 7 1 ．2 3 4 △ 5 ．8

公 債 費 7 4 5 ．4 5 0 7 6 2 ．2 4 2 △ 1 6 ．7 9 2 ∠ゝ 2 ，2

扶 助 費 3 8 5 ．0 5 5 3 5 1 ．6 3 0 3 3 ．4 2 5 9 ．5

投 資 的

経 費

普通 建 設

事 業 費
5 0 0 ．0 6 5 4 5 5 ．1 8 2 4 4 ．8 8 3 9 ．9

そ の 他

の経 費

補助 費 等 1 ，2 4 6 ，5 8 0 6 1 6 ．0 2 2 6 3 0 ．5 5 8 1 0 2 、4

物 件 費 6 6 3 ．0 1 3 4 7 4 ．9 2 2 1 8 8 ．0 9 1 3 9 ．6

繰 出 金 5 0 5 ，8 4 9 8 4 5 ．8 4 8 ∠ゝ 3 3 9 ．9 9 9 ∠ゝ 4 0 ．2

積 立 金 2 3 0 ，9 2 0 2 2 4 ．5 2 9 6 ．3 9 1 2 ．8

貸 付 金 3 0 ．6 7 0 3 2 ．7 6 3 ∠ゝ 2 ．0 9 3 ∠ゝ 6 ．4

維　 持

補 修 費
5 7 ．1 2 3 5 1 ．6 3 6 5 ．4 8 7 1 0 ．6

合　　　 言十 5 ，5 1 9 ．0 3 1 5 ．0 4 0 ．3 1 4 4 7 8 ．7 1 7 9 ．5

※性質別分類については、地方財政状況調査に基づく数値です。

主
な
使
い
道

●
総
務
費

定
額
給
付
金
給
付
事
業
2
7
1
、
9
6
5
千
円

定
住
促
進
対
策
費
　
1
8
、
8
5
4
千
円

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
設
置
事
業

1
8
、
4
8
7
千
円

町
民
バ
ス
事
業
費
　
1
8
、
4
8
0
千
円

●
民
生
費

保
育
所
費
　
　
　
2
0
9
、
9
6
9
千
円

子
育
手
当
支
給
事
業
　
7
、
1
5
5
千
円

児
童
手
当
　
　
　
1
0
2
、
0
7
0
千
円

障
害
者
自
立
支
援
介
護
等
給
付
事
業

1
3
0
、
0
6
7
千
円

健
康
増
進
賀
　
　
　
3
8
、
3
9
0
千
円

●
土
木
費

道
路
新
設
・
維
持
（
新
設
改
良
・
戸
花
川
）

1
7
7
、
5
4
5
千
円

住
宅
管
理
・
対
策
　
1
4
、
6
5
0
千
円

●
教
育
費

耐
震
補
強
設
計
業
務
1
1
、
7
6
0
千
円

教
育
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
整
備
事
業

田園平成21年度決算公表

塵些）55億1．903万1千円
■図2　目的別歳出揃成比

■図3　性質別歳出構成比
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円
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、
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千
円
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と
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用
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事
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緊
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業
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千
円
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用語解説
8回5

地方債残高と公債害の推移
〈億円〉

＼－

自主財源　町が自主的に収入する
ことを認められた財源のことで
す。この自主財源が多ければ多い
ほど財政が安定しており、自立性
が高いといえます。

依存財源　地方交付税や国庫支出
金など、国や県等が代わって収入
し、町に配分する財源のことです。

地方交付税　地方税は、地域によ
って人口や経済力に差があるた
め、どの地域も同じように得られ
るとは限りません。一方で、例え
ば生活保護などは、地域の経済力
に関係なく全国どこでも同じ内容
でなければなりません。このよう

に一定の行政水準を保つため、地
域ごとの税収の違いを補てんする
お金のことを言い、所得税、法人
税、酒税、消費税、たばこ税のそ
れぞれ一定割合を財源としていま
す。また、交付税には、一定の算
式により交付される「普通交付
税」と、災害などの特別な財政事
情に応じて交付される「特別交付
税」の2つがあります。

義務的経費　人件費や扶助費、公
債費など、その支出が義務付けら
れており、任意に削減できない経
費のことです。

目的別分類　歳出を行政目的によ
って、総務費、民生費、衛生費、労
働費など、予算や決算の区分であ
る款を基準として分類したもので
す。

性質別分類　歳出を経済的性質に
よって、人件費、物件費、維持補
修費など、予算や決算の区分であ
る節を基準として分類したもので
す。また、経費を「義務的経費」、
「投資的経費」、「その他の経費」に
分類することによって、財政の健
全性や弾力性を測定することがで
きます。

扶助費　生活保護法や児童福祉
法、老人福祉法に基づき、生活等
を保障するために支出する経費の
ことです。

補助費等　定額給付金や、亘理地
区行政事務組合、亘名共立衛生処
理組合等への負担金、各種団体へ
の補助金等です。
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書図6

財政調整基金残高の推移
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書表7　主な財政指標

「
地
方
債
」
と
は
、
道
路
、
水
路
の
建
設
や
災
害
復
旧
工
事
な
ど
、
そ
の

年
度
の
税
収
を
超
え
る
多
額
の
財
源
が
必
要
な
時
、
政
府
な
ど
か
ら
資
金

調
達
を
す
る
借
入
金
の
こ
と
を
い
い
、
平
成
二
十
一
年
度
末
残
高
は
、
6
3

億
6
、
8
9
7
万
円
で
4
億
4
、
3
0
9
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
「
公
債
費
」
と
は
、
こ
の
地
方
債
の
元
金
と
利
子
の
毎
年
度
の
返
済
額
の

こ
と
を
い
い
、
平
成
二
十
一
年
度
は
7
億
4
、
5
4
5
万
円
で
し
た
。

「
基
金
」
と
は
、
特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み
立
て
た
資
金
の
こ
と
を
い

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
財
政
調
整
基
金
と
は
、
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡

を
調
整
し
た
り
、
災
害
な
ど
緊
急
に
必
要
に
な
っ
た
り
し
た
と
き
な
ど
に

備
え
積
み
立
て
て
お
く
基
金
で
す
。
平
成
二
十
一
年
度
末
積
立
額
は
、
1

3

億
3
4
7
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
各
種
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、
下
記
の
と
お
り
で
す
。

指∴∴∴原 平成 1 9 年度 平成 2 0 年 度 平成 2 1年 度

財　 政　 力　 指　 数 0 ．4 2 8 0 ．4 2 5 0．4 1 0

経 常 収 支 比 率 9 2 ．5 ％ 9 0 ．2 ％ 8 9 ．2 ％

実 質 収 支 比 率 ※ 7 ．2 ％ 5 ．4 ％ 5 ．4 ％

標 準 財 政 規 模 ※ 3．7 6 2，8 1 9 千 円 4．0 7 4 ，2 2 5 千円 4 ．2 2 1．3 9 9 千 円

※平成20年度からは臨時財政対策候を含んだ数値です。

財政力指数　町の財政力（体力）を示す指数のこと。この指数が高いほど
財源に余裕があるとされており、1，000を超えると普通交付税の不交付団
体となる。
経常収支比率　財政構造の弾力性を示す指数のこと。この指数が75％を
超えると臨時的な財政需要があったとき、財源に余裕がなくなるなど、弾
力性を失いつつあるとされている。
実質収支比率　実質収支が黒字の場合は、正の数で示される。地方公共
団体は営利を目的としていないため、通常この比率は3－5％が望ましい
とされている。
標準財政規模　町の標準的に通常収入されるであろう一般財源の規模の
こと。

音義8　健全化判断比率
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、以下の指標を公表します。

健 全 化 判 断 比 率 の 各 指 標 平 成 1 9 年 度 平 成 2 0 年 度 平 成 2 1 年 度

実 質 赤 字 比 率 ：一 般 会 計 等 の 収 支 の　　　指 標

（－7 ．1 8 ％ ） （－5 ．3 5 ％ ） （－5 ．4 1 ％ ）

連 結 実 質 赤 字 比 率 ：全 会 訃 を 対 象 と　　　　し た 収 支 の 指 標

（－18 ．5 1 ％ ） （－16 ．5 2 ％ ） （－1 8 ．7 4 ％）

実 質 公 債 費 比 率 ：公 債 費 負 担 の 指 標 1 5 ．9 ％ 1 6 ．2 ％ 1 5 ．6 ％

将 来 負 担 比 率 ：公 営 企 業 等 を 含 め た　　一 般 金 言†等 の 実 質 的　　な 負 債 の 指 標

1 6 5 ．4 ％ 1 3 5 ．4 ％ 9 7 ．4 ％

資 金 不 足 比 率 ：公 営 企 業 の 料 金 収 入　　に 対 す る 資 金 不 足 の

）　 規 模 を 表 し た 指 標
－ －

※「－」は、赤字ではないことを示しています。

広報やまもと11月号No．376（4）



田園平成21年度決算公表

I福助会、宣」
国民健康保険事業特別会計

壁生）22億5，370万4千円
退駐音韻震給付

高額共同事案交

貫笥 交付 金 ・　 「 そ の他 （3・5 ％〉

〈5 ，7％ ）

四 億 ・県 支 出金

（2 9．1％〉

畠 期青 齢破 竹 金

付合

3％）

－＿′▲富言i〇〇〇〇〇〇〇〇

僕 験 撹

（18 ．3 ％） i （21 悦 〉

i
i

苺些）20億2．391万円
保健事業費〈0．6％〉r rその他〈3－0％）

高額共同串菜拠出金
〈10、1％）

支緩全篇
〈lL6％）

〔年間平均被保険者数5，573人、世帯数2，880世帯〕

（単位：千円・％）

区　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

国 庫 ・ 県 支 出 金 6 5 7 ．0 5 5 5 8 5 ．9 7 4 7 1 ．0 8 1 1 2 ．1

前 期 高 齢 者 交 付 金 4 7 2 ．2 9 7 4 9 7 ．9 4 3 △ 2 5 ．6 4 6 ∠ゝ5 ．2

保　　　 険　　　 税 4 1 2 ．6 3 9 4 1 5 ，0 7 7 △ 2 ．4 3 8 △ 0 ．6

繰　　　 入　　　 金 2 6 2 ．0 9 0 2 2 6 ，3 4 5 3 5 ．7 4 5 1 5 ．8

高 額 共 同 事 業 交 付 金 2 4 3 ．1 8 3 1 9 6 ．7 4 8 4 6 ．4 3 5 2 3 ．6

退 職 者 療 養 給 付 費 等

交　 付　 金
1 2 8 ，0 1 3 1 5 7 ．5 8 4 △ 2 9 ．5 7 1 △ 1 8 ．8

そ　　　 の　　　 他 7 8 ．4 2 7 7 0 ．7 1 3 7 ．7 1 4 1 0 ．9 i

合　　　 計 2 ．2 5 3 I7 0 4 2 ．1 5 0 ．3 8 4 1 0 3 ．3 2 0 4 ．8

（単位：千円・％）

区　　 分 平 成 2 1 年 度 】 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

保　 険　 給　 付　 費 1 ．3 8 0 ．4 6 8 1 ．3 0 5 ．9 5 6 7 4 ．5 1 2 5 ．7

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 2 3 3 ．6 8 7 2 2 1 ．8 3 4 1 1 i8 5 3 5 ．3

高 額 共 同 事 業 拠 出 金 2 0 4 ．6 5 7 1 9 9 ，2 1 3 5 ．4 4 4 2 ．7

介　 護　 納　 付　 金 9 9 ．1 7 1 1 0 3 ．1 5 6 △ 3 ．9 8 5 △ 3 ．9

老 人 保 健 拠 出 金 3 2 ．2 4 8 6 2 ．5 4 5 △ 3 0 ．2 9 7 ∠ゝ 4 8 ．4

保　 健　 事　 業　 費 1 2 ，3 0 9 1 5 ．3 8 5 △ 3 ．0 7 6 △ 2 0 ．0

そ　　　 の　　　 他 6 1 ．3 7 0 7 3 ，8 5 2 ∠仝 1 2 ．4 8 2 ∠ゝ 1 6 ．9

合　　　 計 2 ．0 2 3 ，9 1 0 1 ．9 8 1 ．9 4 1 4 1 ．9 6 9 2 ．1

老人保健特別会計

連込）5．338万円

壁少4．111万6千円
その他－、
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（単位：千円・％）

区　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

繰　　 越　　 金 3 1 ．9 9 5 8 ．3 4 6 2 3 ．6 4 9 2 8 3 ．4

諸　　 収　　 入 8 ．6 2 0 1 ，1 5 8 7 ．4 6 2 6 4 4 ．4

一 般 会 計 繰 入 金 6 ．6 2 4 3 7 ．5 1 1 △ 3 0 ．8 8 7 ∠ゝ 8 2 ．3

国 庫 ・ 県 支 出 金 6 ．1 4 1 7 3 ．2 7 5 △ 6 7 ．1 3 4 ∠▲ 9 1 ．6

支 払 基 金 交 付 金 0 9 9 ．0 2 3 △ 9 9 ，0 2 3 △ 1 0 0 ．0

合　　　 計 5 3 ．3 8 0 1　 2 1 9 ・3 1 3 △ 1 6 5 ．9 3 3 △ 7 5 7

（単位：千円・％）

区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

諸　 支　 出　 金 4 0 ．6 9 1 8 ．5 4 6 3 2 ，1 4 5 3 7 6 ．1

そ　　　 の　　 他 4 2 5 7 7 6 △ 3 5 1 △ 4 5 ．2

医 療 給 付 費 等 0 1 7 7 ．9 9 6 △ 1 7 7 ．9 9 6 ∠ゝ 1 0 0 ．0

合　　　 訂 4 1 ．1 1 6 1 8 7 ．3 1 8 △ 1 4 6 ．2 0 2 ∠△ 7 8 ．1



後期高齢者医療特別会計

壁生）1億4，395万2千円

壁堂）1億4，285万円

＼，＿

〔年間平均被保険者数2，796人〕　平成22年3月31日現在

（単位：千円・％）

区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

保　　 険　　 料 1 0 0 ，5 2 0 9 9 ，1 4 5 1 ．3 7 5 1 ．4

繰　　 入　　 金 4 2 ．8 8 3 3 8 ．6 9 4 4 ．1 8 9 1 0 ．8

そ　　 の　　 他 5 4 9 ！　　 3 i2 2 4 △ 2 ．6 7 5 ∠ゝ 8 3 ．0

合　　　 計 1 4 3 ．9 5 2 1 4 1 ．0 6 3 2 ，8 8 9 2 ．0

（単位：千円・％）

区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

後 期 高 齢 者 医 療 広

域 連 合 納 付 金
1 3 8 ，7 2 7 1 3 5 ．9 3 0 2 ．7 9 7 2 ．1

そ　　 の　　 他 4 ．1 2 3 　　 4 ，6 2 5
i

△ 5 0 2 ∠ゝ 1 0 ．9

合　　　 計 1 4 2 ．8 5 0 1 4 0 ．5 5 5 2 ．2 9 5 1 ．6

介護保険事業特別会計

重り11億9．620万1千円
保険者〉

－ その他 （0，1 ％）

田原 ・蝿支出金

欝 ：3 7”lJ

16 、4 9も〉

塾少11億4．877万2千円

保 険齢 付 着

（9 4 、2 ％〉

〔第1号被保険者数（65歳以上）5．154人〕
〔要介護・要支援認定音数　764人〕　平成22年3月31日現在

（単位：千円・％）

区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

国 庫 ・県 支 出 金 4 4 4 ．0 0 0 4 1 1 ．1 8 9 3 2 ，8 1 1 8 ．0

支 払 基 金 交 付 金

（第 2 号 被 保 険 者 ）
3 3 0 ．6 9 8

I　 3 0 4 ，3 1 9
2 6 ．3 7 9 8 ．7

繰　　 入　　 金 2 2 5 ．2 6 6 1 9 7 ．8 9 6 2 7 ．3 7 0 1 3 ．8

保　 険　 料

（第 1 号 被 保 険 者 ）
1 9 5 ，5 8 1 1 9 4 ．3 6 2 1 ．2 1 9 0 ．6

そ　　 の　　 他 6 5 6 3 5 7 2 9 9 8 3 ．8

合　　　 計 1 ．1 9 6 ．2 0 1 1 ．1 0 8 ，1 2 3 8 8 ．0 7 8 7 ．9

（単位：千円・％）

区　　　 分 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 増 減 額 増 減 率

保　 険　 給　 付　 費 1 ．0 8 1 ，8 3 2 9 8 1 ，8 3 9 9 9 ，9 9 3 1 0 ．2

総　　 務　　 費 2 7 ．0 2 5 3 0 ．9 0 9 △ 3 ．8 8 4 ∠ゝ 1 2 ．6

地 域 支 援 事 業 費 2 6 ．2 8 1 2 6 ．4 3 6 △ 1 5 5 △ 0 ．6

そ　　 の　　 他 1 3 ．6 3 4 2 5 ．4 6 2 △ 1 1 ．8 2 8 ∠ゝ 4 6 ．5

合　　　 計 1 ．1 4 8 ．7 7 2 l iO 6 4 ．6 4 6 8 4 ，1 2 6 7 ．9

広報やまもと11月号No．376（6）



田園平成21年度決算公表

「企：菜園：訪

平成21年度財務諸表

損蓋計算書

［1年間の経営成績を示すもの］

（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）

単位：千円

費 用 科 目 金　　 額 収益 科 目 金　　 額

営 業 費 用
3 1 9 ．9 6 5

営 業 収 益
3 9 9 ．0 5 1

（広 域 水 道 受 水 菱 等） （給水 収 益 i 負 担 金 ）

営 業 外 費 用

（長 期 借 入 金 利 息 ）
4 6 ．4 2 7 営 業 外 収 益 7 ．4 3 3

特 別 損 失 6 1 9

当 期 純利 益　 ※ l　　　 I 3 9 ．4 7 3

合　　　 計 4 0 6 ．4 8 4 合　　　 計 4 0 6 ．4 8 4

※金額（お肖蛋税抜きです。

平成21年度水道事業会計のあらまし

貸借対照表

［年度末における事業財産の状態を示すもの］

（平成22年3月31日現在）

単位：千円

資 産 科 目 金　　 額 負 債 ・資 本 科 目 金　　 額

固 定 資 産
3 ．0 9 7 i5 1 4

固 定 負 債
7 1 ．7 17

（水 道 管 、機 械 設 備 ） （修 繕 引 当 金 ）

流 動 資 産
1 8 9 ．0 4 0

流 動 負 債
Z Z i5 6 1

（現 金 預 金 、未 収 金 ） （未 払 金 ）

資本 金 1，9 9 4 ．0 0 8

（う ち 借 入 資 本 金 等 ）※ 2 （1．6 9 1 ．4 9 2 〉

剰 余 金 1．1 9 8 ．2 6 8

（う ち 未 処 分 利益 剰余金 ）※ 3 （4 4 ．9 2 6 ）′

合　　　 計 3 ．2 8 6 ．5 5 4 合　　　 計 3 ．2 8 6 ．5 5 4

※金額（お肖費税抜きです。

項　　　 目 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 対 前 年 度 調 ∴ ∴ ∴ ∴ 書

計 画 給 水 人 口　　　　　　　 人 2 0 ．5 5 0 2 0 ．5 5 0 0 平 成 2 年度 に定 め た 計 画人 口 で す 。

給 水 区 域 内 人 口 （外 国 人含 ） 人 1 6 ．9 5 9 1 7 ．1 5 9 〈ゝ 2 0 0 平 成 9 年 度 か ら減 少 傾 向 に あ り ま す 。

給 水 人 口　　　　　　　　　 人 1 6 ．5 7 5 1 6 ．7 1 1 △ 13 6 平 成 9 年 度 か ら減 少 傾 向 に あ り ま す 。

給 水 普 及 率　　　　　　　　 96 9 7 ，7 9 7 ．4 0 ．3 給 水 区 域 内 人 口 （分 母）の 減 少 が プ ラ ス要 因 と 思 わ れ ま す 。

年 間 有 収 水 墨　　　　　　　 巾 1 ．4 5 3 ．5 6 4 1 ．4 6 1 ．3 0 6 △ 7 ．7 4 2 配 水 墨 の う ち 水 道 料 金 算 定 の 対 象 と な る水 墨 で す 。

企 業 債 元 金 残 高　　　　　 千 円 1 ．6 9 1 ．4 9 2 1 ．7 8 8 ．3 3 8 △ 9 6 ．8 4 6 水 道 工 事 約 4 6 億 円 に要 した 長 期 借 入 金 の残 高 で す 。

用語解説

※1　当期純利益

1年間の経営によりどれだけ利益を出したのかを示すものです。民間企業では、この利益を株の配当

等に使いますが、水道事業ではこれを老朽化する施設の更新に充て、常に安定給水確保という形で使用者

に還元します。

※2　倍入資本金

民間企業では、借入は負債とされますが、公営企業においては水道管等の資産を得るために限定される

借入のため、資本に分類します。

※3　未処分利益剰余金

翌年度以降に繰り越す利益の積立金です。なお、将来において老朽化する施設の更新（建設改良資金）
や企業債の償還に充てられます。

広報やまもと11月号No．376（7）



下水道事業会計

平成21年度財務諸表

損益計算書

［1年間の経営成績を示すもの］

（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）

単位：千円

費 用 油 日 金　　 額 収 益 科 目 金　　 額

営 業 襲 用
3 2 6 ．7 4 3

営 業 収 益
3 6 7 ．9 9 5（処 理 場 や 管 渠 経 緯 擬 等 〉 （使 用料 ・他会 計補 助 金〉

営 業 外 襲 用

（長期 借 入 金 利 息 ）
1 7 3 ．9 4 0 営 業 外収 益 1 5 3 ．5 7 3

特 別 損 失 3 3 5

当 期 純 利 益 2 0 ．5 5 0

合　　　 計 5 2 十5 6 8 合　　　 言十 5 2 1 ．5 6 8

※金額は消鼓税抜きです。

平成21年度下水道事業特別会計のおらまし

貸借対照表

［年度末における事業財産の状態を示すもの］

（平成22年3月31日現在〉

単位：千円

資 産 科 目 金　　 額 負 億 ・資本 科 目 金　　 額

固 定 資 産 ／ 固 定 負 債
3 9 0 ．2 5 3

（下水 道管 、俄械 設備） 1 3 ．0 3 3 ．8 8 9 （企 業 債 、修 繕 引 当 金 ）

流 動資 産
1 3 0 ．0 1 2

流動 負 債
2 4 ．4 7 6（現 金 預 金 、未 収 金 ） （未 払 金 ）

資本 金 5 ．9 0 3 ．8 9 4

（うち 借 入 貸 本 金 等 ） （5 ．8 2 0 ．0 7 2 ）

剰 余 金 6 ．8 4 5 ．2 7 8

（う ち 未 処 分 利 益 剰 余 金 ） （2 0 ．5 5 0 ）

合　　　 計 13 ．1 6 3 ．9 0 1 合　　　 計 1 3 ，1 6 3 ．9 0 1

※金額Iお肖黄税抜きです。

項　　　 目 平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 対 前 年 度 備　　　　　 考

計画 処 理 区 域 内 人 口　　　　 人 1 6 ．5 6 0 1 6 ．5 6 0 0 平 成 1 7 年 度 に定 め た 計 画 人 口 で す 。

処 理 区 域 内 人 口 （外 国 人 含 〉　 人 1 1 ．6 6 6 1 1 ．8 1 2 ∠ゝ 1 4 6 少 子 高 齢 化 に伴 う 人 口 減少 に よ り 今 年 度 は 減 で す 。

水 洗 化 人 口　　　　　　　　 人 10 ．0 2 2 1 0 ．日 9 △ 9 7 少 子 高 齢 化 に伴 う人 口減 少 に よ り今 年 度 は 瀬 で す 。

水 洗 化 率　　　　　　　　　 ％ 8 5 ．9 8 5 ．7 0 ．2 処 理 区 域 拡 大 に 伴 う下 水 道 接 続 世帯 の 増 で す 。

年 間 有 収 水 量 ※ 1　　　　　 m 1 ．1 1 4 ．5 6 0 1 ．1 0 4 ．7 4 0 9 ．8 2 0 処 理 水 星 の うち 下 水 道 使 用 料 算 定 の 対 象 と な る 水 鐙 で す 。

企 業 債 元 金 賎 高　　　　　 千 円 6 ．1 8 9 ．3 2 5 6 ．3 5 9 ，2 5 9 △ 1 6 9 ．9 3 4 下 水 道 工 荘 約 1 9 7 億 円 に 要 した 長 期 借 入 金 の 残 高 です 。

下水道事業については、平成20年度までの下水道事業特別会訂および農業集落排水事業特別会計を廃止し、

平成21年度から地方公営企業法※2を適用し、企業会計の下水道事業会計として運営しています。

用語解説

※1　年間有取水量

メーター検針により把握され、下水道使用料算定の対象となった1年間の下水道使用水量のことをいい

ます。

※2　地方公営企業法

自治体が経営する水道や下水道などの事業について組織や財務、これに従事する職員の身分扱いなどを

定めており、また複式簿記など民間企業の会計基準の採用なども規定する法律のことをいいます。

広報やまもと11月号No．376（8）


